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第 452号 2026年８月 25日 

日本海軍現用艦艇の海外移転 

——過去事例が語る防衛装備移転への歴史的示唆 

戦史研究センター国際紛争史研究室所員 石原 明徳 

はじめに 

近年、日本では「防衛装備移転三原則」の下で、防衛装備移転政策の見直しが進められている1。防衛

装備移転は、防衛産業基盤の維持・強化に加え、同志国との安全保障協力を推進する重要な政策手段とし

て位置づけられ、その役割は一層拡大しつつある。こうした政策見直しに伴い、海上自衛隊の現用護衛艦

である「あさぎり」型及び「あぶくま」型の海外移転についても報じられており、防衛装備移転は今日の

安全保障政策における重要な論点となっている2。 

もっとも、日本艦艇の海外移転は必ずしも新たな取り組みではない。今から約 110 年前の第一次世界

大戦期、日本海軍は連合国からの要請を受け、自らが運用する現用艦艇や建造中の艦艇を同盟国へ提供

していた。なかでも 1916 年に実施されたロシアへの艦艇移転は、現役艦艇を同盟国へ移転した事例とし

て、今日の防衛装備移転政策を考察する上でも注目すべき歴史的先例である。 

本稿では、第一次世界大戦期における日本海軍のロシア向け艦艇移転を中心に、その歴史的背景、実施

過程及び政策的意義を明らかにするとともに、現代日本の防衛装備移転政策に対する示唆について考察

する。 

青島攻略戦を支えた「戦利艦隊」 

1914 年 8 月、日本は日英同盟に基づいてドイツ帝国に宣戦布告し、青島攻略戦に参加した。この作戦

で主力として投入された第二艦隊の中核を構成したのは、日露戦争の戦利艦として日本海軍に編入され

た旧ロシア海軍艦艇であった。旗艦「周防」をはじめ、「石見」「丹後」「沖島」「見島」の戦利艦が主力と

して作戦に投入され、第一次世界大戦緒戦期の日本海軍による対独作戦を支えた3。 
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これらの旧ロシア海軍艦艇の一部は、その後 1916 年にロシアへ移転されることとなる。この事例は、

日本が現用海軍艦艇を同盟国へ移転した初期の事例として、日本の防衛装備移転の歴史を考察する上で

重要な意味を有すると言えるだろう。 

第一次世界大戦中にロシアへ移転された艦

艇は、しばしば「旧式艦」とされる。しかし、

第一次世界大戦参戦時において、これらの戦

利艦は単なる予備艦や練習艦ではなく、日本

海軍の実戦戦力として運用されていた4。実際、

青島攻略戦では第二艦隊の主力として投入さ

れ、青島攻略海軍部隊戦力の中核を担ってい

た。 

日露戦争で捕獲された艦艇は、日本海軍に編入された戦利艦 21 隻のうち、巡洋艦以上だけでも 12 隻

に及んだ5。これらは日露戦争後の艦艇不足を補う戦力として長期間運用され、1914 年の第一次世界大戦

勃発時にも日本海軍の重要な戦力として維持されていた。 

したがって、1916 年のロシアへの艦艇移転は、単なる老朽艦の処分ではなく、当時なお軍事的価値を

有し、実戦部隊として運用されていた艦艇を同盟国へ提供した事例と位置づけることができる。 

なぜ現用艦艇を移転できたのか 

日本海軍はなぜこのような決断を下すことができたのであろうか。その背景には、艦隊近代化の進展

による戦力構成の変化があった。 

第一次世界大戦参戦時、日本海軍は既に超

弩級巡洋戦艦「金剛」「比叡」を保有し、同型

艦「榛名」「霧島」及び超弩級戦艦「扶桑」も

就役目前であり、さらに超弩級戦艦 3 隻が建

造中であった6。すなわち、日露戦争期の主力

艦に代わり、新鋭艦艇を中核とする艦隊への

更新が着実に進められていた。 

もっとも、この時点で旧ロシア海軍艦艇が直ちに軍事的価値を失っていたわけではない。青島攻略戦

 

当所所蔵「戦艦周防」 

 

当所所蔵「巡洋戦艦金剛」 
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で示されたように、これらの艦艇は依然として実戦投入可能な戦力であり、日本海軍の作戦行動を支え

る重要な役割を担っていた。しかし、長期的な艦隊整備構想においては、金剛型巡洋戦艦や扶桑型戦艦が

主力として位置づけられる一方、旧式戦艦の相対的な重要性は次第に低下しつつあった。 

このような状況の下でロシア政府から艦艇

移転の要請を受けた海軍省は、自国防衛への

影響を慎重に検討した。その結果、旧ロシア戦

艦「相模」「丹後」及び旧ロシア巡洋艦「宗谷」

であれば提供可能であるとの判断に至った7。

ここで注目すべきは、その判断基準が艦艇の

老朽化や艦齢そのものではなく、日本海軍全

体の戦力構成と将来の艦隊整備計画に置かれ

ていた点である。すなわち、海軍省は新鋭主力

艦の就役によって生じた戦力上の余裕を活用

しつつ、同盟国であるロシアへの軍事支援を

実施したのであった。 

ロシアへの現用艦移転 

1916 年 2 月、日本政府は「相模」「丹後」「宗谷」3 隻のロシアへの有償移転を決定した。これらはい

ずれも日露戦争で捕獲された旧ロシア海軍艦艇である。ロシア海軍は日露戦争での損耗と艦隊再建の遅

れから大戦勃発時より深刻な艦艇不足に陥っており、特に英仏からの援助物資が到着する白海方面での

防衛兵力不足が問題となっていた。  

日本側は譲渡に先立ち、必要な修理や改装

を実施した。日露戦争後に日本式に改装され

ていた兵装や装備の一部はロシア海軍向けに

復旧され、1916 年 4 月、3 隻はウラジオスト

クでロシア海軍へ引き渡された8。艦名も旧名

あるいは新名称へ改められ、それぞれロシア

海軍の戦力として再び運用されることとなっ

た9。 

 

当所所蔵「戦艦丹後」 

 

当所所蔵「戦艦相模」 
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この事例で注目すべき点は、移転された艦艇が旧ロシア艦であったこと自体ではない。重要なのは、日 

本海軍が現役艦隊の一部を自国戦力から切り

離し、同盟国の戦力維持のために提供したこ

とである。そこには単なる武器輸出を超えた

戦略的判断を見ることができる。 

また、移転に伴う歳入は新造艦建造費に充

当されることが想定されていた10。これは、艦

隊近代化を進めながら同盟国支援を行うとい

う循環構造を形成していたことを示している。 

艦艇移転を支えた造船能力 

日本海軍による艦艇移転は、現用艦艇の移転だけではなかった。 

フランス海軍は大戦の長期化による駆逐艦不足に直面し、

日本へ支援を要請した。日本海軍は既存の現用駆逐艦の移

転は拒否したものの、新造駆逐艦 12 隻の新造移転を受託し

た11。これらは一部の装備を除き日本海軍の現用駆逐艦樺型

の同型艦として建造され、フランス海軍アラブ級駆逐艦と

して就役している。 

また、フランスで建造途中であった第 14 潜

水艇をフランスへ譲渡し、その代わりに設計

図や技術を取得するという柔軟な対応も行わ

れた12。さらに、イタリアへはイギリスで建造

中の駆逐艦「江風」が譲渡され、その後日本海

軍は代艦を建造している13。 

こうした事例が示しているのは、艦艇移転を可

能にしたのは艦艇そのものではなく、それを継続

的に生産できる造船能力だったということである

14。日本海軍は世界有数の造船能力を背景として、 

 

 

当所所蔵「アラブ級同型・駆逐艦樺」 

当所所蔵「駆逐艦江風同型・浦風」 

 

当所所蔵「巡洋艦宗谷」 

 
当所所蔵「第 14 潜水艇同型・第 15 潜水艇」 
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現用艦移転、受託建造、新造艦譲渡、といった複数の選択肢を持ち得たのである15。 

現代への歴史的示唆 

今日の防衛装備移転をめぐる議論では、「現用装備を移転してよいのか」という問いがしばしば提起さ

れる。 

しかし、第一次世界大戦期の日本海軍の事例は、問題の本質が装備の新旧ではないことを示している。

海軍省が重視したのは、自国防衛能力を維持し得るかどうかであった。現用艦か退役艦かという区別で

はなく、戦力構成全体を見据えたうえで譲渡の可否を判断していたのである。 

また、艦艇移転は単なる装備の提供ではなく、同盟国の戦力維持を支える安全保障政策でもあった。ロ

シアへの現用艦艇移転も、フランス向け駆逐艦新造移転も、連合国全体の海上戦力を維持するという戦

略的目的に基づいて実施されていた。 

さらに、その実施を可能にした前提には、国内の造船能力と防衛産業基盤の存在があった。装備移転政

策の成否は、制度設計だけではなく、その背後にある生産・維持基盤の健全性に左右されることを、この

歴史的事例は示している。 

おわりに 

第一次世界大戦期のロシア向け艦艇移転は、日本海軍による現用艦艇移転の歴史的先例であった。 

移転された「相模」「丹後」「宗谷」は、緒戦期の青島攻略戦を支えた戦利艦群と同じく、日本海軍の実

戦戦力を構成していた艦艇である。しかし同時に、日本海軍は金剛型巡洋戦艦をはじめとする新鋭艦の

整備を進めており、艦隊近代化によって得られた戦力上の余裕を同盟国支援へ振り向けることが可能と

なっていた。  

そこに見られるのは、単なる余剰装備処分ではない。自国戦力の維持、同盟国支援、防衛産業基盤の活

用という三つの要素を統合した安全保障政策だといえる。 

110 年前の日本海軍が直面した課題は、今日の防衛装備移転政策が直面する課題と驚くほど共通して

いる。過去の艦艇移転事例を振り返ることは、変化する安全保障環境の中で日本がどのような形で国際

秩序の維持に貢献し得るのかを考える上で、有益な歴史的示唆を与えていると言えるだろう。 



 

 - 6 - 

NIDSコメンタリー第 452号 

 

1 令和８年４月２１日に日本政府は「防衛装備移転三原則」及び「防衛装備移転三原則の運用指針」の

改正を行っている。https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/bouei.html 

2 https://www.mod.go.jp/j/press/kisha/2026/0612a.html; 

https://www.mod.go.jp/j/press/kisha/2026/0505a_r.html 

3 青島攻略戦に投入された海軍部隊の主力である第二艦隊は、日露戦争の戦利艦として日本海軍に編入

された旧ロシア海軍の戦艦・海防戦艦の後身である海防艦「周防」「石見」「丹後」「沖島」「見島」で編

成された第二戦隊と、装甲巡洋艦「磐手」「八雲」「常盤」を基幹とする第四戦隊を中心に編成されてい

た。すなわち、第二艦隊の主力は日露戦争で獲得した戦利艦によって構成されており、当時の日本海軍

において第一艦隊に次ぐ有力な戦力であった。このことは、1916 年にこれら旧ロシア海軍艦艇の一部

がロシアへ譲渡されたことを考える上で重要な前提となる。 

4 日露戦争後、新造艦整備が停滞した結果、日本海軍は日露戦争の戦利艦を長期間にわたり現役戦力と

して運用せざるを得なかった。この経緯については、小野圭司、平野龍二らの先行研究で詳細に論じら

れている。小野圭司「第 1 次大戦・シベリア出兵の戦費と大正期の軍事支出－国際比較とマクロ経済の

視点からの考察－」『戦史研究年報』17 号、2014 年、防衛研究所。平野龍二「第二次桂内閣における海

軍拡張計画 ―桂内閣と海軍の攻防を中心に」『戦史研究年報』20 号、2017 年、防衛研究所。 

5 巡洋艦以上では、戦艦 6 隻（「Пересвет：相模」「Победа：周防」「Ретвизан：

肥前」「Полтава：丹後」「Орёл：石見」「Император Николай I：壱岐」）海

防戦艦 2 隻（「Генерал-адмирал Апраксин：沖島」「Адмирал 

Сенявин：見島」）巡洋艦 4 隻（「Баян：阿蘇」「Варя́г：宗谷」「Паллада：津

軽」「Новик：鈴谷」）が日本海軍籍に編入された。 

6 「山城」「伊勢」「日向」が予算化されていた。 

7 ロシア政府からの正式な要請に先立ち、駐日ロシア大使館付武官は日本海軍に対し、非公式に艦艇提

供の可能性を打診していた。当時、日本海軍では金剛型巡洋戦艦や扶桑型戦艦といった超弩級艦の戦力

化が進みつつあり、海軍省は、自国防衛に支障を及ぼさない範囲でロシアの要請に応じ得るか検討を行

った。その結果、艦齢が古く、近く除籍予定とされていた数隻であれば譲渡しても自国の戦力に重大な

影響は生じないと判断し、これらの艦艇のロシアへの譲渡を決定している。「帝国軍艦三隻露国政府へ

譲渡ノ件」JACAR （アジア歴史資料センター）Ref. A03023087800、公文別録・海軍省・明治二十一年

～大正六年・第三巻・大正三年～大正六年（国立公文書館）。 
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8 海軍軍令部『大正四乃至九年戦役海軍経理史巻一』（海軍軍令部、1923 年） 

9 「相模」及び「宗谷」は旧艦名に復したが、「丹後」は同名の新造戦艦が既に就役していたため、

「Чесма」と改称された。なお、「Пересвет」はロシアへの回航途中、地中海で触雷し沈

没している。 

10 『大正四九年海軍経理一』 

11 「仏国政府ノ委託ニ応シ駆逐艦新造ニ関スル件」JACAR （アジア歴史資料センター）Ref. 

A03023088200、公文別録・海軍省・明治二十一年～大正六年・第三巻・大正三年～大正六年（国立公

文書館）。 

12 「仏国政府に対する分（1）」JACAR （アジア歴史資料センター）Ref. C10128292500、大正 3 年～9

年 大正戦役 戦時書類 巻 108 兵器讓渡 3（防衛研究所）。 

なお、日本海軍は、第 14 潜水艇と同一仕様の同名代艦を 1918 年 3 月 28 日に呉海軍工廠で起工して

おり、第一次世界大戦休戦後の 1919 年 4 月 1 日付で「第 14 潜水艦」と改称し、1920 年 4 月 20 日に

就役させている。海軍歴史保存会『日本海軍史. 第 7 巻 (機構・人事・予算決算・艦船・航空機・兵

器)』（海軍歴史保存会、1995 年）382 頁。 

13 “第 39 回帝国議会 , 貴族院 予算委員第四分科会（陸軍省、海軍省） 第 1 号 大正 6 年 7 月 10

日” 国立国会図書館, https://teikokugikai-i.ndl.go.jp/txt/003903612X00119170710/5; 福井『日本駆逐

艦』71-72 頁。「江風」代艦は同名の 1917 年度計画艦として新たに設計され、横須賀海軍工廠で建造、

1918 年 11 月に完成した。 

14 フランス向け駆逐艦の建造は、横須賀、呉、佐世保及び舞鶴の各海軍工廠に加え、川崎神戸造船所及

び三菱長崎造船所の計 6 か所で実施され、各造船所で 2 隻ずつ、計 12 隻が建造された。各艦は、概ね

6 か月という極めて短期間で完成しており、当時の日本の官民一体の造船能力の高さを示す事例となっ

ている。 

15 社団法人日本造船工業会の法人会員 17 社のうち、11 社は第一次世界大戦期までに創業した造船企業

である。第一次世界大戦は日本造船産業の飛躍期となり、大戦中には約 200 万総トンの商船が国内で建

造された。この急速な造船能力の拡大を背景として、日本は商船の大量供給を通じ、連合国のグローバ

ル・ロジスティクスを支える一翼を担った。 
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